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　NZ の天然資源は、国の鉱物資産（Crown Mineral Estate）として分類
されるものであり、経済開発省（Ministry of Economic Development）の





そのため、国有天然資源の鉱業許可（Mineral Permit）、これは 3 つに分
類され、調査許可、探鉱許可、採掘許可にあたるが、その管理についても
業務の対象となっている1。こうした鉱業許可は、1991 年に制定された国









（Resource Management Act 1991，RMA）が制定され、そこで鉱業に伴
う環境問題に関する規制が示されることとなった4。
　この天然資源管理法は、領海までの沿岸域の管理についても規定してい
る。これに基づいて 1994 年には、NZ 沿岸域政策声明（NZCPS）が策定
された（2010 年改定）。そこでは具体的な政策の実施においては、保全大
臣（Minister of Conservation）が主管大臣となって、その責任を負う旨





が用いられている。他方で、NZ は、1996 年 7 月 19 日に UNCLOS を批准
（8 月発効）し、世界第 4 位の広大な EEZ を有することになった。とはい
え、当該海域の 3 分の 2 は未探査の状態のままであるといわれている。さ
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らに大陸棚6 に関しては、UNCLOS76 条の規定に基づき、2006 年に大陸
棚の延長申請を UNCLOS 大陸棚限界委員会に対して行い、2008 年に最大
350 海里、170 万㎢の延長が認められることになった7。
　このような領海より外側である沖合の EEZ および大陸棚の管理につ
いては、環境省（Ministry for the Environment）が所轄し、環境保護局





そこで、領海 12 海里より外側の EEZ と大陸棚においては、当該活動に
関連する環境および経済的な発展と保護の間のバランスをはかるために、
2012 年 9 月 3 日に「EEZ 及び大陸棚（環境影響）2012 年法」（Exclusive 
Economic Zone and Continental Shelf （Environmental Effects） Act 
2012、以下、2012 年法）が新たに制定され、翌年 6 月 28 日に施行され
た9。同法では、海洋環境に関する国際的な義務、UNCLOS および生物多
様性条約（1992 年採択、1993 年発効）などを遵守することとし（11 条）、
当該海域における天然資源の持続可能な管理を促進することを目的として




他方で、2012 年法第 4 部には、異議申立、上訴、強制執行についても規
定されており、手続的側面から活動の申請者の権利の保護、および法律の
実効性の担保がはかられていることは、注目すべきである。









（環境影響─許容された活動）2013 年規則」（Exclusive Economic Zone 
and Continental Shelf （Environmental Effects ─ Permitted Activities） 







　このような規則は、2017 年 1 月現在で 5 つ施行されており、たとえ








　海底鉱物資源の採掘（seabed mining）は、上記 2012 年法における②裁









































開発者にとって注目すべき決定が行われた。2014 年 6 月のトランスタス
マン資源会社（Trans-Tasman Resources, TTR）による申請に対する
決定である。当該申請は、領海の外側（12 〜 19 海里）の南タラナキ湾




































海計画のフォーラムである海洋環境保護機構（Regional Organization for 
the Protection of Marine Environment, ROPME、本部クウェート）は、
1989 年に「大陸棚の探査及び開発から生じる海洋汚染に関する議定書」
（The Protocol Concerning Marine Pollution Resulting from Exploration 
and Exploitation of the Continental Shelf）を採択し、環境影響評価に関
して規定している。また、地中海諸国間では、1994 年に「大陸棚、深海
底及びその地下の探査及び開発から生じる汚染に対する地中海保護議定
書」（The Protocol for the Protection of the Mediterranean Sea Against 
Pollution Resulting from Exploration and Exploitation of the Continental 
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Shelf and the Seabed and Its Subsoil）が採択された（2011 年発効）24。
　さらに、UNCLOS の下での人類共同の遺産である深海底（136 条）に
ついて、当該海域における鉱物資源に関する活動の規制・管理25 を担う国















　ここで、2010 年 5 月に ISA が要請した国際海洋法裁判所の海底紛争裁
判部による勧告的意見 15 項では、ISA が採択したマンガン団塊の規則
（2000 年）第 31 規則 2 項、並びに海底熱水鉱床の規則（2010 年）第 33 規






































　この点、海洋環境の問題を審議する ISA 法律技術委員会37 は、2001 年
に「深海底におけるマンガン団塊の開発から生じる環境上のありうべき
影響の評価のための契約者の指針のための勧告」を提示しており、「マン










Cooperation in Ridge-crest Studies, InterRidge）でもある。その生物ワー
キンググループにおいては、1998 年に「熱水噴出孔周辺海域のサンクチュ




に 2003 年にはバンクーバー西のカナダ EEZ 内で海洋保護区が法的に認め
られるに至った（エンデバー海洋保護区40）。他方で、2006 年オスパール
条約（Convention for the Protection of the Marine Environment of the 







































とし、1977 年に通称ゴートアイランド海洋保護区（The Cape Rodney–
Ikakari Point Marine Reserve） が 設 定 さ れ た（Marine Reserves Act 
1971）。現在では、領海内に 44 の保護区を有し、これらの海域の総面積は
計 17,430㎢に達するが、これは NZ の領海の約 10％、領海と EEZ の合計
の 0.4％を占める海域となる。さらに、NZ は海洋哺乳類保護区を 8 ヵ所、
底生生物保護区を 4 ヵ所設定しており、アンティポス諸島、バウンティ
島、キャンベル島を取り囲む海域全体をカバーしている48。
　かかるなかで、2015 年に政府は約 62 万㎢、EEZ の 15％を占めるケル
マディック海洋保護区を設定する法案（Kermadec Ocean Sanctuary Bill）
を作成した。この保護区は、NZ の北東約 1,000km の南太平洋に位置し、
現在、かかる地域では高度な活動は行われておらず、周辺海域は比較的原
始的な状態にあるという49。実際に当該地域には、39 種 600 万もの海鳥、







する活動（prospecting, exploration and mining）は禁止されることにな
る52。そのため、法案では、当該海洋保護区内において、1（1）で言及し
た国家鉱物法による鉱業の許可が与えられないよう、法律の改正を求めて














　第一に、NZ では EEZ および大陸棚における海洋環境保全について、
領海より内側の海域を陸域と同様に捉え、領海以遠については別途検討し




























































ら NZ の法律および ISA のマイニング・コード（および環境ガイドライ
ン）をみてきた。ひるがえって、日本では、現在、2007 年に「海洋基本





























































































あろう。たとえば、NZ および ISA の規則のような予防的アプローチにつ
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